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こんにちは。ただ今、過分なご紹介に預かりました、海上自衛隊幹部学校から参りまし
た中村と申します。
専修大学と海上自衛隊というのは、思いのほか結び付きが強くて、実は私のかつてのス
タッフであった佐藤幸輝君という人がおりますが、この方が専修大学の出身でした。自衛
隊の中で法規の研究者というのは実は余りいなかったので、研究者を育てていく計画を立
てた時に、その最初の要員としてアメリカのロー・スクールへ留学させました。今は、横
須賀にあります自衛艦隊司令部―昔でいえば連合艦隊司令部ですね―の法務官とし
て、バリバリ現場の第一線で活躍してもらっています。森川先生の方からは、「親しみと
尊敬」というお言葉がありましたが、とんでもない話でして、森川先生は私の師匠格に当
たる方です。学位の審査の時にも、事細かくご指導頂いているというのが実際のところで
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あります。
我々が思うに、国際法と国内法の中でも特に、力、強制力の分野を専門にしておられる
先生はそんなに多くいらっしゃらない。今日のテーマにもなりますが、日本の場合、こう
いった警備の場面では、国際法と国内法の交錯というのが非常に重要なテーマになってお
ります。国際法の先生というのは、どちらかというと国際法の理論的な問題の方に重点を
置かれるのですけれども、森川先生の場合には、国際法と国内法との両方の分野に高いご
見識をお持ちです。私も、何かあった時にはいつもご相談申し上げている。私にとっての
師匠でございます。こうしたことから、海上自衛隊では定期的に国際法の要員を養成して
いますが、そのほとんどを専修大学大学院の修士課程に送り、森川先生にご指導頂いてお
ります。
また、先ほどちょっとご挨拶させて頂いた、経営学部の廣石忠司先生には、私どもの幹
部学校で随分前から講義をお願いしております。そういう関係で、専修大学に参ります
と、自分の母校に来たような感じが致します。
自衛隊所属の人間が領域警備について話をするとなると、「また、自衛隊が、やれ尖閣
だ何だかんだといって、もっと自衛隊に予算をつけろとか、プロパガンダをしに来たのだ
ろう」と皆さんは思われるかも知れませんけれども、もしそうだとすると、いい意味で、
今日の私のお話は「期待外れ」のお話を致します。皆さんの当初のイメージが覆るなら
ば、私の本日のお話は、まあまあ成功だったということになりましょう。
遅れましたが、本日、こうやって専修大学法学研究所の公開講座にお招きにあずかりま
したことに、こころより御礼申し上げます。時間も限られておりますので、早速本題に入
りたいと思います。
予め申し上げておきますが、ここでの報告のうち見解に関わる部分は私個人のものであ
り、私が所属するいかなる組織の公式な見解をも反映するものではないことをご承知おき
下さい。
まず、領域警備というのは、かなり広い意味で用いられる言葉なのですが、領域内の秩
序、安全を維持するという考え方でみた場合に、日本の領域警備の態勢はどのようになっ
ているか。領域内で様々な「障害」が発生する。この「障害」というのは、警察上の「障
害」というふうにイメージして頂きたいと思います。これには、陸上では警察が対処しま
す。領海、内水、要するに日本の領域における海の部分については海上保安庁が担当す
る。領域の「中で」障害が発生する場合、例えば犯罪だとか事件、災害などがあります。
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もう一つは、領域の「外から」障害が入ってくる場合というのがあります。分かりやすく
いえば、海から密輸だとか、密航だとか、或いは漁業の違法操業だとかいった、日本の主
権管轄権を侵害する行為があった場合、海では海上保安庁が対処します。では、空はどう
か。陸上と海上には、そこを管轄する警察組織がありますが、空については警察がありま
せん。従って、空については航空自衛隊が対処します。領空警備（対領空侵犯措置）とい
うのが航空自衛隊の任務としてあるのですが、諸外国とは違いがあります。諸外国の場
合、例えば軍用機が領空に侵入してきて退去しない時、一般的には撃墜されても仕方がな
い。軍事的な対応をする。しかし、日本の場合、航空自衛隊は、同じようなケースではあ
くまで警察上の対応です。ここが諸外国と大きく違います。
侵害が一般的な犯罪のレヴェルを超えて武力攻撃、すなわち日本が侵略されるという事
態になった場合には、専ら自衛隊がその侵害を排除します。これが我が国の防衛というこ
とになります。国内での秩序維持・治安維持という任務は普段は警察、海上保安庁がやっ
ていますが、この有事の際には国内の秩序維持・治安維持にも自衛隊が加わることになり
ます。
このそれぞれの機関の任務がそれぞれどのように法律に規定されているかといいます
と、―まず警察については「個人の生命、身体及び財産の保護」そして「公共の安全と
秩序の維持」が任務です（警察法２条１項）。海ではその同じような任務を海上保安庁が
行なう（海上保安庁法２条１項）。自衛隊の任務はといいますと、自衛隊はあくまでも、
「我が国の平和と独立を守り、国の安全を保つため、我が国を防衛することを主たる任務
として」いますから、自衛隊の一義的な任務は防衛ですが、その防衛という主たる任務を
持つ一方で、「必要に応じて公共の秩序維持に当たる」（自衛隊法３条１項）。この「必要
に応じて」については、また後で説明しますが、つまり警察権を行使するわけです。従っ
て、警察の任務というのは基本的に平時が前提になります。自衛隊の活動は、その平時か
ら事態が連続的に上がっていくとすれば、究極的には外国から侵略を受けた場合、すなわ
ち戦時までを視野に入れていることになります。
海上保安庁に関しては、もう１つ特徴があります。海上保安庁法25条は「この法律のい
かなる規定も海上保安庁又はその職員が軍隊として組織され、訓練され、又は軍隊の機能
を営むことを認めるものとこれを解釈してはならない。」と規定している。だから、海上
保安庁は、単に活動のみならず、教育・訓練を含めて、軍事的な機能に関することは全て
この25条で禁止されているのです。これは、後で詳細に説明致しますが、海上国境警備に
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当たる諸外国の組織とは大きく違っています。
警察や海上保安庁では警備ということをどのように位置づけているでしょうか。まず警
察の場合、国家公安委員会規則第３号（警備実施要則）２条で、「警備実施は、警備犯罪、
災害又は雑踏事故が発生し、または発生するおそれがある場合において、部隊の派遣を伴
う警察活動により、個人の生命、身体及び財産を保護し、並びに公共の秩序を維持するこ
とを目的とする。」と定められております。すなわち、平時の警察は皆さんがよく目にさ
れるように、お巡りさんが交番で立っていて、警邏、警備、警護をやる光景ですね。しか
し、深刻な事態に移行した時には、集団・部隊を以て対応する形になります。同じように
海上保安庁も、海上においてそのような事態が発生した時には部隊を運用して対応します
（海上保安庁警備実施規則２条）。陸においては、単位は人ですが、海では船が単位にな
ります。通常、海上保安庁の巡視船というのは、一隻一隻を単位として行動しています。
しかし、こういう深刻な事態が発生した場合には、ユニットを組んで複数の船で対応す
る。言い換えれば、平時の際の災害だとか事件、事故といったものを想定した警備という
考え方に基づいています。日本の領域警備態勢は、領土においては警察官、領海において
は海上保安庁、領空においては航空自衛隊が荷う。
これを対象という点でみると、平時ではあくまで領域の中の人が対象ですから、そこで
の強制力というものは国民に向けられます。非常時という事態になったとします。警察あ
るいは海上保安庁といった一義的な警察機関が単独では任務を達成出来ない、事態を収め
きれない、あるいはそれが著しく困難である、といった事態を非常時といいます。ここで
は警察や海上保安庁が単独で任務を達成出来ないということですから、先ほど自衛隊法の
任務のところで申しましたように、自衛隊が「必要に応じて、公共の秩序の維持に当た
る」ことになります。では、「おい、危ないみたいだから、ちょっと行ってこいや‼」と
いったかたちで行けるかといえば、そんなことはありません。キチンと閣議を経た総理大
臣あるいは防衛大臣の命令を受けて初めて自衛隊が警察権を行使する、という枠組みにな
ります。ですから、そこでも警察や海上保安庁は引き続き任務を遂行する。一方、それだ
けでは間に合わないから、陸では陸上自衛隊、海では海上自衛隊がその警察機関をサポー
ト、補完するわけです。更に事態がより深刻になり、外部から武力攻撃、侵略を受けた場
合には、優れて自衛隊だけが防衛出動によって、国家としてその侵害を排除するための自
衛権を行使します。従って、ここでは強制力は外部の敵に向けられています。対象という
点ではこのような違いがあります。
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日本の領域警備の特徴について申します。ご存じのように、日本は国境の全てを海で接
している。従って障害は全て海からやってくる。今日のお話の中心は領域警備の中でも特
に領海警備ということになります。
私はいろいろな機会にこのようなお話をさせて頂いていますが、海上保安庁と海上自衛
隊との区別がついていない方がしばしばいらっしゃいます。ここではまず、両者の違いか
ら話を進めていきたいと思います。海上保安庁の全国的な配置とその装備をご覧頂きまし
ょう。いたるところ万遍なく配置されていることがお分かりになるでしょう。今、海上保
安庁が持っている一番大きな巡視船「あきつしま」は満載排水量で7150トン。馬力は４万
馬力です。鉄腕アトムの半分弱です（笑）。まあ、鉄腕アトムと言っても最近の大学生に
はなかなか通じないのですが（笑）。乗員が110名とヘリコプターを２機搭載しています。
航空要員が30名、そして建造費が約320億円。高いか、安いか―。次に海上自衛隊。そ
の基地の配置を見て頂きますと、先ほどの海上保安庁の場合のような小さな点がありませ
んね。目的が防衛ということですから、中心をむしろある程度絞って、部隊は機動展開す
る。なので、それぞれの基地は大きい規模です。北に余り基地がありませんね。これは、
冷戦時代、北から攻めて来られるかも知れない、危ないから止めよう、というのでは決し
てなくて（笑）、もともと海上自衛隊の基地、海軍の基地はお金が掛かるのです。造船、
造修をやらなくてはならないし、桟橋も大きいのが必要になる。佐世保・呉・舞鶴・横須
賀・大湊はいずれも旧軍からの施設を引き継いで使っています。装備は、護衛艦が48隻、
潜水艦が22隻といったところです。2014年度以降に大綱に見直しがあって、増えています。
ここに紹介するのが、我が海上自衛隊の誇る最新鋭の護衛艦「いせ」「あしがら」で
す。護衛艦は外国でいうとだいたいフリゲートのクラスです。―１万トンを超えると巡
洋艦になります。今一番大きいのが「いせ」です。基準排水量で１万9500トン。これは基
準ですから、満載にするともっと大きくなります。馬力は11万2000馬力。これはもう鉄腕
アトムを超えています（笑）。乗員は520名。さっきの海上保安庁の巡視船の場合は110名
でしたね。大きさという点からみると、それほど違わないけれども、乗員は３倍近くにな
っている。値段は―。海上保安庁のは320億円でしたが、こちらは1139億円です。高い
んですよ。何で高いか。それは、戦闘システムを搭載しているからです。電子機器の固ま
りです。それからもう一つ。海上保安庁の船は商船タイプなので、汎用技術で出来るんで
す。それで、コストは量的に落とすことが出来るんですが、軍用品というのは極めて需要
の数が少なく、規格も厳しい基準が求められます。そういったことでどうしてもコストが
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掛かるんです。それから、戦闘するための人をたくさん配置に着けます。例えば、敵を見
つけるためのレーダーの操作員とか、見つけた後にミサイルを落とすための要員とか。…
ということで、乗員も当然多くなります。従って居住性も、海上保安庁の船の方は基本的
に４人部屋で、士官はだいたい２人部屋か１人部屋という構造になっているそうですが、
それに比べると、海上自衛隊の船の居住性は余りよくありません。
普段、日本の一番外側の警戒監視をやっているのは海上自衛隊でして、その部隊から上
がった航空機が１日に１回日本の周辺海域に行く。これまでに、例えば能登沖で工作船が
出た、奄美沖でも工作船が出ました。そういう時に最初に見つけるのは海上自衛隊の哨戒
機で、そこから海上保安庁に通報して、海上保安庁が出てくる、という共同関係、協力関
係が出来ています。津軽と宗谷、対馬といった主要な海峡では、陸上自衛隊の沿岸監視隊
や海上自衛隊の警備所などが24時間態勢で警戒監視を行なっています。冷戦時代からそう
なんですが、日本列島はオホーツク海を通ってソヴィエト、ロシアの艦船が太平洋に進出
してくる通過ポイントになっているんです。なので、これらの地点で待ち構えていて、通
った船を確認する、という監視をやっていたし、今でもそれは変わりません。最近では、
中国の海軍が随分出てくるようになりました。日本の周辺海域で頻繁に中国の海軍の船が
確認されるという状況にあります。
では、それぞれの組織がどれくらいの人数で、どれくらいの予算を持っているかという
ことですが、自衛隊は陸海空全て併せて24万7000人余りです。海上自衛隊は４万5000人程
度です。予算は併せて４兆9000億円強となります。一方、警察組織を見ますと、警察官は
29万4000人余り。東京の警視庁の警察官が４万5000人くらいで、ちょうど海上自衛隊と同
じ規模です。予算はというと、こちらは全国で３兆3000億円余り。警視庁で2600億円余
り。そういう意味では、自衛隊の場合、装備にものすごくお金が掛かっているのです。警
察の方は人にお金が掛かっている。そこで、海上保安庁をみてみましょう。人員は１万
3522人。警察官はこの東京都内で４万5000人いるというのに、周辺の海域で１万少しの人
員しかいないというのは余りにも少ないと感じられるのではないでしょうか。予算は、
1877億円。自衛隊の大きな船を１隻買ったら、もうほとんど残らない程度です。平成15、
16年頃までは、日本の周辺で海上保安庁が出て行って対処するというような事象はせいぜ
い沿岸部で麻薬の密輸があるだとか、近くの海で違法操業があるだとかいう程度でした。
違法操業と言っても、その当時はそんなに大きな船が日本の近海に出てくる、今のように
中国の船がたくさん出てくるなんてことはありませんでした。大きな事件というと北朝鮮
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の工作船が出てきたことくらいでしょうか。これまでは何とかこの程度で収まってきたわ
けです。
ここまで、日本における領海警備の態勢やそれに関わる機関を紹介してきましたけれど
も、本題に入りますと、昨年（2015年）９月に平和安全法制が国会を通過して、今年（2016
年）３月から施行になりました。その法律を整備する前の段階で、与党の自民党と公明党
の中で協議をし、すり合わせをして、「こういう法律の枠組みで整備しよう」という方向
付けを決めた。その時に政府から与党の協議の場に、３つの分野、すなわち「武力攻撃に
至らない侵害への対処」「国際貢献」「憲法９条の下で許容される自衛の措置（集団自衛権
関連）」の併せて15の事例を検討した際、今日のお話のテーマである「武力攻撃に至らな
い侵害への対処」すなわちグレーゾーンについては、米軍のアセット、武器等を防護する
場合は自衛隊が平時であっても一定の条件の下で出来るようにすることにしました。―
従来はそれが出来ませんでした。しかし、今日のテーマに関わる領海の警備、つまり離島
における不法行為だとか公海上の訓練中に民間の船が攻撃されたとかいう不法行為への対
処については、法整備・法律化することが見送られた。ではどうするのか。
その前にまず、グレーゾーンとは何かについてですが、これについて私は森川先生が
『国際問題』に寄稿された論文で勉強させて頂きました（森川「グレーゾーン事態対処の射
程とその法的性質」『国際問題』648、2016年）。私も米軍の武器等の防護がグレーゾーンなの
かよく分からなかったのですが、ここで精緻に整理して下さったお蔭で、理解出来るよう
になりました。関心のある方はご覧下さい。『防衛白書』（平成27年度版）の説明によれ
ば、グレーゾーンとは、純然たる平時でも有事でもなく、国家間に対立があって、当事者
間の外交交渉だけによらずに、一方が武力攻撃に至らない範囲で頻繁にプレゼンスを示
す、そういう状態をいいます。これが何を想定しているかは一目瞭然だと思います。皆さ
んがニュース映像などで目にされるああいう状態のままでいいのか、ということで、一昨
年の閣議決定の時には、状況の認識としては厳しさが増大しているとした。基本の方針と
しては、関係機関が密接に協力して対応しましょうということでした。法律を変えて海上
保安庁の権限を大きくするとか自衛隊の権限を大きくするとかいうのではないかたちで、
取り組みを一層強化することにしたのです。対応能力の向上とか、情報共有とかがそれに
当たりますが、最も重要なのが、手続きの迅速化ということです。
先ほど申しましたように、海上保安庁だけで対応出来なくなった場合には、海上自衛隊
を出さなければならない。ところが、海上自衛隊を出すことについて、政府が自衛隊に命
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令を下すためには、総理大臣が命令する（海上警備行動については総理大臣の承認を貰っ
た防衛大臣が命令する）のですが、日本の総理大臣は、同じ議会制民主主義の国であるイ
ギリス首相やアメリカ大統領とは違って、個人の決定権がありません。内閣法の６条に
「内閣総理大臣は、閣議にかけて決定した方針に基づいて、行政各部を指揮監督する。」
となっている。ということは、閣議を開かなければならない。しかも閣議は全会一致でな
くてはなりません。散らばっている大臣を集めて閣議を開き、喧々諤々議論をして、その
うえで「よし、自衛隊を出そう」と決める。その時には事態がどうしようもなくなってい
るかも知れない。あるいはもう終わってしまっているかも知れない。これではいけないの
で、命令の手続きを迅速化しようという話が出ました。
武力攻撃に至らない侵害ということについて言いますと、武力攻撃とは、国際法上の言
葉として、国連憲章の中に出てきます。国連憲章は一般的に、加盟国が武力を行使するこ
とを禁止しています（２条４項）。一方で、その例外として国連が集団安全保障の枠組み
の中で国連としてその違反国に対して制裁を加える場合、加盟国が自分自身でその侵害を
排除する場合（いわゆる個別的・集団的自衛権の行使）については、武力を行使すること
を認める。ただし自衛権を行使する場合、それが認められる条件は国連憲章51条によれば
「武力攻撃が発生した場合」とされています。だから自衛権を発動するかどうかは、行な
われたのが武力攻撃なのか武力攻撃に至らない侵害なのかの区別にかかっています。武力
攻撃だということが分かれば、自衛隊が、治安出動とか警察権の命令ではなくて、直ちに
防衛出動という軍事的な対応・反撃でもって侵害を排除します。その時に、関連規定の適
用については予め充分検討します。情報の共有と、もう一つは早期の下令や手続きの迅速
化です。すなわち、従来、閣議決定というのは、大臣が皆なそろって、そこで一致して決
めるのでしたが、例えばこれを電話で行なう、あるいは地方に出張していて出られない大
臣には事後の了解で済ませられるようにする、ということです。こういった手続きの簡素
化で、早く命令が出せるようにしよう、というような工夫がなされました。法律には触ら
ない。法整備ではなくて運用で何とか改善しようという試みは随分前からありました。
2001年、能登沖に北朝鮮の工作船が出た時に、戦後、自衛隊が発足してから初めて海上警
備行動が下令された訳ですけれども、この時には、要するに逃げられてしまったのです。
その反省事項の中で、海上警備行動はもっと早い段階で掛けなければならないという意見
が出されて検討されてから、それからずっと続いています。例えば2003年の有事法制の時
にも同じような問題が出されています。
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今回も去年（2015年）の５月に国会に法案を出す前の閣議決定の段階で、唯一新しく出
たのは、従来領海内で外国の軍艦が無害でない活動をした場合、海上保安庁が対応してい
たのを、これからは海上警備行動を発令して、海上自衛隊に対応させようということにな
りました。因みに、国際法上、領海はその国のテリトリーの一部ではありますが、ローマ
法の時代から、もともと海は誰もが自由に使える共有の財産だという発想があって、そこ
から発達した経緯があるので、海についてはその領域の中の領海は、無害である限り―
沿岸国に害を及ぼさない場合には―、通航を認めましょう、ということになっていま
す。それに該当しない、すなわち無害でない活動をしている船が外国軍艦の場合には自衛
隊が海上警備行動を行なうことにしたということです。なぜこのようなことになるのか。
自衛隊の権限をどのように強化するかという方向で議論が進んではいたのですけれども、
読売新聞（2014年７月８日）の報道によれば、１つの任務、例えば領域警備という任務の
中で、警察が一義的にその任務を付与されている、自衛隊も非常時においてはそれと同じ
権限を持つ。そこで競合部分が出てきます。そうした場合、その一方にその権限の重心が
シフトするとなると、いろいろな問題がありまして、なかなか進まない。与党協議で自民
党の座長をされました高村副総裁は、その時の状態は「軍と警察の百年戦争だ」といいま
した。このまま議論を詰めると将来大変なことになるぞ、という訳です。自民党大島派の
勉強会では、「役所の縄張り意識で法整備が後手に回るなら、役所栄えて国亡びる、だ」
という、議員の方の発言もあったということです。また、一般的には与党協議の時も、グ
レーゾーンの問題について、自衛権の幅を拡げるだとかいうことには自民党と公明党との
間にかなり温度差があったのですが、警察権の幅を拡げることにはさほど温度差がなかっ
た。多分、そこが最初に解決するだろうと言われていたのですが、蓋を開けてみると結
局、踏み出せなかった。このことに関して、安全保障政策がご専門の福田潤一さんは、
「どうしたものか」と疑問を呈しておられます。
そこで、お待たせ致しました、尖閣です（笑）。まず位置関係を確認しておきましょう。
尖閣諸島、固まってあるかというとそうでもなくて、結構、距離が離れています。大正島
と一番大きな魚釣島との間は110㎞もある。場所で見ると、石垣島、台湾との距離がそれ
ぞれ大体170㎞、中国の本土から330㎞、沖縄本島からは410㎞のところにあります。距離
的にはむしろ中国の方が近くなってしまう。ということで、今、海上保安庁はここに専従
の態勢を取るように整備をしてきております。従来の現場の状況を見ますと―、領海の
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内側を海上保安庁の巡視船が、その外側を中国のコーストガードの船が航行しています。
いわばマンツーマンディフェンスのようなかたちになっています。このようにして中国の
公船が接続水域に進入してくることが、ずっと報じられてきました。そういう状態が定着
していたのですが、実は、ずっと前からこうだったのではありません。この状態―今は
また元に戻っているのですが―より前、中国の国際問題の研究所の研究員は、「尖閣諸
島や南シナ海の領有権をめぐる周辺国との対立が、中国が具体的な行動に出たことで、自
国にとって有利な状況に変化した」と強調し、「中国が自らの主張に沿った尖閣周辺の領
海基点を公表したことで日本による実効支配を打破した」とし、また「フィリピンと領有
権を争う南シナ海のスカボロー礁では、海洋巡視船などによるパトロールの常態化を実現
し、実効支配を強めた」として、これらのケースが「海洋権益を守る新たなモデル」であ
ると紹介して「わが国が関わる海域での形勢に根本的な変化が生じた」と論評しています
（人民日報（海外版）2013年３月28日）。尖閣の周りに余り中国の船が来ていない時には、
せいぜい巡視船が１隻いる程度でした。活動家などの不法上陸とかが起った時のためにそ
こで警備をしているという、そういう状況でした。その他には日本の船しかいないので、
日本が島を有効に支配しているというふうに見えた。しかし、中国の船がたくさん出てき
た状況で見ると、同じ水域に日中の船が両方いるということになり、これではどっちが島
を支配しているのか分からない。そうすることによって、日本の実効支配を打破したとい
うわけです。フィリピンと領有権を争っているスカボロー礁の問題については、中国の側
からすれば、既に実効支配をしている段階にあるという認識です。
従来出てこなかった中国のコーストガードが尖閣に常駐するかたちになったということ
で根本的な変化が生じて、実効支配を強めた、というわけです。これを解決出来るのか、
ということが問題ですね。人民解放軍のシンクタンクの報告書の中では、それは難しい、
双方とも譲歩することは困難で、対立は長期化するだろうと言っています。中国には核心
的利益という言葉があります。これはアメリカにもあるんです、core	 interestといいま
す。どういう意味かというと、絶対に妥協することがない国家の利益です。「妥協するこ
とが出来ない」ということは、武力を用いてでも確保する、ということです。この言葉は
戴秉国国務委員がアメリカのワシントンで米中戦略経済対話を行なった時に初めて使った
のでした。その後では頻繁に出てきます。当初は、この核心的利益と言う言葉は、まずは
台湾について使われました。「１つの中国」ということ。それからチベット、新疆ウィグ
ル自治区といった少数民族の地域。こういった地域が領域保全、領土保全ということで核
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心的利益とされました。だから、これらの地域を守るためには武力を使ってでも解決する
のだというわけです。そうしているうちに、2010年、南シナ海も核心的利益のメニューの
中に追加されました。尖閣はどうか。2013年まで、尖閣を核心的利益と結び付けた表現
は、様々なメディアで用いられるに留まっていましたが、2013年４月26日、中国が政府と
して初めてこれを核心的利益と結び付けて表現しました。今もよくテレビに出てくる、お
嬢さんというべきかおばさんというべきか（笑）…女性の報道官の人が尖閣を核心的利益
と明言したのです。中国政府の関係者が尖閣を核心的利益だと公式に述べたのはこれが最
初でした。それまでは非常に慎重に、政府はこのような表現を用いることを避けていたの
ですが、尖閣が核心的利益とされることで、中国が更なる強硬な姿勢に転じることが懸念
されました。核心的利益というのは、先ほど申し上げたように、究極的には、武力を用い
てでも確保するものだからです。
では、中国がここから撤退する可能性はあるのか。格差の拡大など政府批判に繋がりか
ねない問題が発生した際に、国民の目を外に向けさせるというのは、どこの政府もよくや
ることです。ずっと昔には、それを戦争でやることもあったのです。国内の世論を扇動
し、「小国日本を懲らしめる」というようなかたちで、国民の不満解消に繋げていく。し
かし、それを引き揚げるとした場合には、よほど大きな理由が要ります。日本に大幅な譲
歩をさせる…だとか。国民に、「よし、それなら許してやろう」と引き揚げを納得させる
条件が何かあるかというと、その可能性は極めて低いと言わざるを得ません。
中国と日本とでは政治体制が大きく違います。日本では法の支配が確立しています。立
法・司法・行政がそれぞれ分かれていて、その上に憲法という最高法規が乗っている。と
ころが中国の場合には、三権の上に憲法がありますけれども、その憲法の中に「党の指導
によって」という文言があります。従って、中国においては、法そのものが支配するとい
うよりは、権力行使のための一つの手段に過ぎません。「法の支配」といったとたんに
「党の支配」という最も重要な価値をひっくり返すことになりますから、共産党の一党独
裁体制を破壊してしまう。だから全く考え方が違う。
防衛白書などの中でしばしば使われている言葉に「シームレスな対応」というのがあり
ます。日本では、事態が移行する度にギザギザな階段みたいな様子で対応しなければなら
ない現状があるので、それをスンナリと移行出来る態勢にもっていこうとするのです。し
かし、実際には―。党の支配の場合には、極めて少数の意思決定でもってすぐさま現場
にそれを直結させて、行動を命ずることが出来ます。しかも習近平は2013年には、緊急事
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態に対しては非常手段を現場が取っても構わないとして、現場に大きな裁量権を与える、
という発言が確認されています。一方、日本の場合には、何事につけ、海上警備行動なり
自衛隊が警察を補完するような役割をするためには、一つ一つそれに命令を被らせなくて
はならない。それも、そういう命令を発令するための法律が明確に決まっているのです。
先ほど申しましたように、武力攻撃には至らない侵害があった場合、事態の推移に合わせ
て海上なら海上警備行動、陸上なら治安出動、武力攻撃になりそうだという段階では防衛
出動の待機命令をかける。そのうえで、防衛出動が発令されるのには、武力攻撃を政府が
認定、確認して、そこで初めて日本は武力を行使する。―このような枠組みを日本は持
っています。国際法の視点から見ると、防衛出動に至るまでの段階はまだ平時ですから、
警察権で対応する。または、国家の自衛権とは異なる個々人の自然権的な自衛権で対応す
る。（この意味での自衛権には特段の制限はありません。）
こうした中で、海上保安庁も海上警察権のあり方としては、国務大臣からの指示を受け
て、平成23年に中間のとりまとめを行ないました。この中では、領海における外国の船の
取り締まりを強化出来るように法整備をしましょう、ということが言われています。尖閣
諸島に中国、台湾の活動家が不法上陸した場合、尖閣には現在人が住んでいませんので、
石垣島から警察官を現場に運んで不法上陸者を逮捕するという手続きを取らなくてはなら
ない。これでは時間が間に合わない。警察力が存在しないところ、もしくは稀薄なとこ
ろ、具体的には離島などに直ちに対応出来ないか、ということです。本来、海上保安官は
陸上での警察権の行使を原則として認められていないのですが、このような遠隔の離島の
場合には、海上保安官が逮捕まで出来るように海上保安庁法を改正しました。また、国際
法上、海洋法条約で規定されている「無害でない通航」―無害通航権に違反している活
動―については、国内の法律で処罰出来るようにしています。しかし、日本では、「無
害でない通航」を直接処罰出来る法律の体系がありませんでした。しかも、取り締まりの
根拠となる法律自体も明確でありませんでした。そこで、今回、このような船に対しては
退去命令を出すことが出来る、この命令に従わなかった場合には犯罪として取り締まるこ
とが出来る、というふうに法律を改正しました。ただ、これも、「無害でない航行」とい
う行為そのものを処罰するのではありません。
武器の使用については、国際法的に見ても、現行法律上の枠組みの中で認められる範囲
に従って規定されます。日本の公務員の中で、武器の所持、使用が認められているのは、
警察官、海上保安官、皇宮護衛官、麻薬取締官、入国管理官、それから自衛官などです。
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日本には銃刀法という法律がありまして、武器の所持、使用が一般には禁止されていま
す。いずれにおいても、武器使用の基準は陸上の警察官です。警察官職務執行法に書いて
ある武器使用の枠組みに従っております。その枠組みで問題ないのだ、ということなんで
すね。そこで、誤った使用で人を殺傷したりすることがないような、武器に至らない有形
物、例えば樹脂弾だとか放水銃だとか、あるいはLRAD（Long	Range	Acoustic	Devise）
―害鳥の除去などにも使われる、高周波の音を出す装置（むかし、コンビニの前で煙草
を吸ったりして屯している若者たちが近所の迷惑になるというので、コンビニがそれを撃
退するのに設置したりしていましたね）の、耳を塞がなければならないほど出力の大きい
もの―だとか、そういったものを整備しましょう、ということになりました。
こうしてみると、海上保安庁も警察も、基本的に領域の警備の枠組みは第一義的には個
人の犯罪レヴェルで考えられている。だから、そこからエスカレートして、究極の武力攻
撃に至るまでの間に、過剰な、あるいは過激な事態があったとしても、権限はあるのだけ
れども、それが可能な態勢があるかというと、少し心配したくなるところがあります。
更に、力の差があります。去年尖閣諸島周辺で、海上保安庁の一番大きな船以上の大き
さの、世界最大となる中国公船が確認されています。ヘリを搭載しています。何が問題か
というと、１つは、76ミリ砲を備えていることです。76ミリとは３インチ。これ、何に使
うのか。戦闘で使うもの、軍事目的なのです。例えば警察の取り締まりでこんなものを使
ったとしたら、商船であれ漁船であれ、一発で木端微塵になってしまいます。それを、こ
の船は積んでいる。対する海上保安庁の船はこんなものを積んではいません。40ミリ砲で
す。20ミリまでは機関銃に分類され、それを超えると機関砲と呼ばれます。もう１つ重要
なことがあります。2012年までは、1000トン以上の大型船で見た場合、数の上では海上保
安庁の方が優位に立っていました。この頃から、中国のコーストガード（日本の海上保安
庁に相当しますが、後に述べるように、その権限は全く違います）が国内でどんどん船の
増勢を進めた結果、2014年には逆転され、今では倍近い数字になっています。そんなに急
に船が造れるのか、と思われるでしょうが、実は、一部に海軍の船を転籍させているもの
もあるのです。一応、退役した船だと言われています。最初は砲を外していたのですが、
最近では、大砲は外しているものの機関砲は着けたままです。船を転籍した場合、転籍を
受けた組織はその船を動かせるでしょうか。動かせません。動かせる人がいないんです。
では、中国のこうした船はどうして動かしているのか。海軍から人も付けてきている、と
いうのが一般的な見方です。中国の人民解放軍―中国では陸軍のことを指します―の
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定員は減らしているとアピールしていますが、それは、彼等を武装警察に転籍させて、チ
ベットだとかウィグルだとか、色々な国内の不安要因を抱えている地域の治安維持に当た
らせているのです。武装警察というのは、軍と警察の中間のような組織です。だから、全
体の数としては、そんなに減っているわけではありません。
海上保安庁は、先ほど申しましたように、軍隊としての機能を持つことが出来ません。
ところが中国のコーストガードは軍の武装力の中に全て含まれています。彼らは軍隊とし
ての性質を持つ。一方では海上での取り締まりもやる。今、白いヒツジとヒツジが尖閣で
向かい合っていると言われたりしますけれども、向こうはヒツジの皮を外すといつでもグ
レーの軍艦に変われるんです。他方、日本の海上保安庁は、骨の髄まで真っ白なヒツジで
す。軍隊に変わることなど出来ないのですから。このような状況について、前の海上保安
庁長官―この方は制服組で初めて海上保安庁長官になられました（むかしは、保安庁長
官は国交省のキャリア官僚の配置だったのですが）―は「海上保安庁は、中国公船の不
法行為を抑止するために、マンツーマンを基本とし、相手の隻数以上の巡視船で対応する
ようにしている」と言っています。数の優位を保ってやっている。例えば中国の公船が日
本の領海内で日本漁船に妨害するようなことがあったなら、その間に入って接近を防止
し、日本漁船を保護する。「国際法、国内法に基づく毅然かつ冷静な対応をとっている。
すなわち、日本の主権行使として、法執行活動の積み重ねを行っている」。―このよう
な表現をされています。
しかし、200隻くらいの漁船がやってくることがある。これまでにも何回かありました
が、今年（2016年）８月にもありました。国際法から見ると、正式な軍隊すなわち海軍が
武力攻撃のかたちで領域に侵入してくる場合のみに留まらず、このように民兵なども含め
て武力攻撃を実行する武装集団が国境を超えて侵入する場合にも自衛権の対象となること
は、国際司法裁判所の判決（ニカラグア事件判決、1986年）で示されています。しかし日本
の場合、自衛権の発動に関する政府の公式な見解では、防衛出動の対象となる武力攻撃
は、一過性のものではなく、国あるいは国に準ずる者―従って、漁船などは普通には個
人の犯罪者ということになりますから、この範囲に含まれません―が組織的、計画的に
実行したものでなければなりません。そういう場合に限って自衛権が発動されます。自衛
権発動の対象となる攻撃なのかどうかを判断するのに、どうしても時間がかかる。では、
その間をどうするか、というのが、グレーゾーンの論点にもなってきています。
今、漁船のことを紹介しましたが、2009年に初めてアメリカのChina	Military	Powers
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という議会報告の中で紹介された海上民兵というのが中国にいます。これは、プロパーの
漁民もしくは商船の船員ではなしに、組織の中に統合された民兵です。2009年の段階では
その実態が分からず、各国ともにそれを調査していたのですが、2015年４月のウォールス
トリート‐ジャーナルに載ったエリクソンという人―アメリカの海軍大学で、中国の
ことを専門に研究している人です―の論文によると、中国の海上民兵というのは、「大
企業で民間活動に従事する船員や漁業連合が軍事組織に採用され、軍事訓練や政治教育を
受け、中国の海洋権益を守るために動員される」ものであります。「その最精鋭部隊は、
必要とあれば機雷や対空ミサイルを使い、「海上人民戦争」と呼ばれるゲリラ攻撃を外国
船に仕掛けるよう訓練されている。現在、海上民兵は実質的に中国政府が管理する第一線
の部隊として機能し、東シナ海と南シナ海で中国の権利を主張するための監視や支援、牽
制などの活動に従事している」、「中国の政治活動や外交政策に協力し、係争海域における
中国のプレゼンス維持を支援したり、領有権を主張する島々に上陸したりしている」とい
うことです。南シナ海でヴェトナムあるいはフィリピンが領有権を主張している島で人が
住んでいないところは、ちょうど日本が巡視船を出してやっているように、ヴェトナム、
フィリピンは監視活動をしていたのです。そこにまず中国の漁民が乗り込んでいく。そう
するとヴェトナム、フィリピンはその取り締まりに行こうとする。今度は、その漁民を保
護するという名目で中国は海軍を出してくる。―こういう使われ方を実際にしています。
自衛隊は普段は警戒監視という活動をしています。１日１回、日本周辺の海域を海上自
衛隊の哨戒機が監視活動を行っています。これには、何の権限もありません。あくまで
「警戒し、監視する」だけです。事態がいつもとちょっと違う、となった時に初めて、閣
議を開いて、命令が出される。今は電話で閣議が開けるので所要時間は短縮されました
が、事態の推移に合わせて１つ１つテンションを上げて行くのです。しかもこれは全て内
外にdeclareされます。海上警備行動がかかったとなれば、新聞の一面記事になります
よ。全世界に知れ渡ることになる。また、海上保安庁は、先ほど申しましたように軍事行
動を一切禁止されていますから、究極の段階、すなわち日本が武力攻撃を受け、日本が武
力を行使する段階になっても、警察権でしか対応できません。しかし、中国のコーストガ
ードは、法執行をやっていますけれども、戦時には海軍に編入される。しかも、この訳の
分からない海上民兵というのがいる。一番の問題は、全てが外部に情報公開されている日
本の場合と異なり、中国については、例えば尖閣にやってきたのが海上民兵なのか何なの
か、尖閣を簒奪する意思をもって来ているのかどうか、分からないことです。従って、国
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または国に準ずるものに該当するのかどうかを判断するのも非常に難しい。この中国側の
アドヴァンテージは、どうしようもありません。
この状況を軍と警察との関係でちょっと見てみたいと思います。国内での対応と国外で
の対応とに分けて考えると分かりやすいでしょう。日本の場合には、普通は領域の中で陸
上の警察が秩序維持をやっています。例えば、違法操業だとか密輸・密航だとかについて
は、領域の外であっても、沿岸国の権利として海洋法で認められているところに従って、
海上保安庁が警察権を行使します。どうしても対応が間に合わなくなった時には、自衛隊
に治安出動、海上警備行動という特別の命令が出されて出動します。その際の権限は警察
とほとんど同じです。武力攻撃となった場合には、今度は、優れて自衛隊だけが、武力を
行使することになります。諸外国の例で見てみると、国内での対応の役割は日本とさほど
変わりません。ただ、外国には準軍隊paramilitaryというのがあります。例えばアメリカ
の沿岸警備隊coast	guard、フランスの国家憲兵隊gendamerieがこれに相当します。―
フランスではテロ事件が発生した時などに、紺色の服を着て武装した人が出てくることが
ありますが、あの人たちです。これは、軍隊の中の組織なんだけれども、普段から警察権
を行使出来る。―とはいっても、捜査などは警察が専らやりますけれども、重要な警備
だとかいう時には出てくる。フランスの人に、「これは正式な軍隊とどう違うんだ？」と
聞いたことがあるんです。「いや、俺が生まれた時からあるから、よく分からん」（笑）と
いうのが彼等の答えでした。この他、ロシアの国境警備隊や中国の海警局もparamilitary
です。今申しましたように、彼等は普段から警察権を行使します。そして、軍事的な侵
害、例えば領海内で外国の軍艦が「無害でない」活動をした場合、日本はそれに対して、
あくまで警察権の範囲で対応し、退去の要求までしか出来ませんが、彼等は最も強い対処
としては、武力を用いてそれを排除する軍事的対応まで出来る。
尖閣の辺りに中国の公船が初めて出てきたのは2008年でした。その時は２隻が領海内に
侵入したのでしたが、やがてそれが常態化するようになる。ただ、せいぜい月平均0.3件
に留まっていました。中国漁船が衝突して船長が拘束された事件が発生すると、政府が煽
って官制デモが中国国内で行なわれ、日本の企業や店舗が焼き討ちに遭いました。そして
2012年、日本政府による尖閣の国有化の後、急激にその侵入の頻度と規模が大きくなった
のです。今年（2016年）に入ってから、８月には20隻の漁船が領海に進入し、公船がそれ
と一緒に15隻進入している。こんな状況は初めてです。これまで、尖閣周辺では３～４
隻、南シナ海でも普通は４～５隻程度でしたから、８月の事案はそれを大きく凌駕してい
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ます。これほどの数の船は、東シナ海に配備している船の総量から言っても、ずっと継続
してそこに置いておくことなど出来ません。ローテーションを組まないと無理です。です
から、これはあくまで一時的に何らかの意図でやったのだという見方がされています。今
は、やっと元に戻ったところです。この間、中国漁船と中国公船が連携を取りながら、領
海進入を繰り返したことは明らかです。
進入してくる公船の数はだんだん増えてきています。最初は16隻くらいだったのが、８
月の中旬から下旬にかけて20隻にまで増え、今度また更に増えた。しかも武装しているも
のが増えてきています。新造船も増えています。また、全体の半分は東シナ海で初めて確
認されています。2013年に中国の海上警察の組織の改変と統合が行なわれて、その後どの
ようなかたちになったのか、船をどこで作っているのか、よく分かりません。船のナンバ
ーを見れば、どこの所属か、基地がどこか、かつては分かったのですが、現在ではそれが
シャッフルされてしまって、よく分かりません。そこにも海上民兵が乗り込んでいたらし
い。産経新聞の記事によれば、中国当局は、日本の尖閣警備が手薄なので計画的に実行し
た、海上民兵が日本側の巡回態勢に関する情報を収集し、少なくとも100人以上の民兵が
乗り組んでいた、とのことです。その前、７月下旬に160人の民兵が泉州海洋学校という
ところで、軍事訓練―思想訓練も含めて―を受けている。彼らは普通、福建省から出
てくるのですが、遠くて燃費もかかるので、彼等は余り行きたがらない。そのため、奨励
金が出るそうなんです。そのうえ、海警局が守ってくれる。そのようにしてリクルートし
ているそうです。あくまでも産経新聞の報道ですが。
日本側はどう対応したか。あれだけたくさんの数が来ていながら海上保安庁で対応する
のは難しいだろうと思われますが、ここにもう一つ、政治的な背景があります。今、少な
くとも相手は、外見は白なんですね。（中味はグレーですけど。）日本も白い船です。白い
船と白い船、つまり警察と警察との勢力が対峙するかたちで一定のバランスが保たれてい
ます。グレーの船、すなわち自衛隊の船が入って来ないことによって、保たれているので
す。仮に、そこに日本の自衛隊が海上警備行動ということで先に
0 0
入ってしまうと、向こう
に恰好の口実を与えることになる。「日本側がテンションを上げたのだから、それに対応
するためにこちらもテンションを上げる」ということになっていく。これまでの白対白の
バランスが崩れてしまう。だから、報道（読売新聞2016年８月10日）にあるように、外務
省に限らず、一般的に政府の中では、自衛隊を出すことには否定的なようです。
結果的に中国が過激な行動に出ることはありませんでしたが、しかし、中国の側からし
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て、今回が日本の態勢をチェックする絶好の機会になったことは、まず間違いありませ
ん。中国側の現場は戦争まで出来るのですが、日本の保安庁はあくまで個人の犯罪に対す
る対応のレヴェルに留まるので、戦闘能力を持ちません。例えば不法上陸といっても、
個々の活動家がプレゼンスのためにやっているだけのこと。せいぜいこれまでのところ、
上陸しても10人弱くらいで済んでいた。しかし、何百隻もの漁船が来る、武装漁民が来る
となった時には対応することが出来ない。となると、どうしても海上自衛隊に海上警備行
動をかけるか、陸上であれば陸上自衛隊に治安出動をかけるかしなければならなくなる。
ということは、先ほど言った、白対白のところでグレーが出て行くことにならざるを得
ず、日本側がバランスを崩したと言われることになりかねない。こういう意味では中国側
にどうしてもアドヴァンテージがかかってしまいます。だから、一般に言われているよう
に自衛隊が保安庁に代わって出て行くというのではなしに
0 0 0
、保安庁が現場の対応能力を高
めていかなくてはならない、一層強化していかなくてはならない。―このように考える
のが妥当だと思います。
先ほどの前海上保安庁長官は「海保と自衛隊は、実はかなり緊密に連携している。お互
いの役割分担をよく理解しているし…、情報共有は進んでいる。現場での訓練も行ってい
るので、ご安心いただきたい。」と言っています（読売新聞2016年10月９日）。今、沖縄の第
十一管区海上保安本部で新しく船を建造しています。そうすれば、従来のように他から応
援を頼まなくてもよくなります。また、尖閣の専従部隊を編制し、人員600名、船12隻を
配置します。この態勢は今年の４月に発足しました。船と乗組員とはパッケージになって
います。しかしこれを、例えば６隻の船で８隻分の人を用意する、そうすると人のローテ
ーションを作って、休息を取らせながら、船はそのまま稼働させることが可能になりま
す。増員も右肩上がりできています。今年度も新たな増員を求めます。
一方、これは朝日新聞が今年９月に報じたことなのですが、海上保安庁の船のうち実に
35％は船の耐久年数を過ぎている。従来、領海が３マイルだったのが12マイルに延び、
200カイリの経済水域を周辺国が主張するようになり、それに対抗するために1980年代、
海上保安庁は100隻以上にものぼる大量の船を建造しました。それが、今ここに来て一挙
に耐用期限切れを迎えつつあるのです。しかし、造船はどこでも出来るというものではあ
りません。予算上も当然制約がある。近年は尖閣に優先的に予算を付けることになり、新
たに19隻を建造することにはなりましたが、それでも老朽船全体の僅か15％に過ぎませ
ん。先ほどの前海上保安庁長官は、「わが国の海上権益の保全と領海警備をまともにやろ
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うとすると、海保の現在の60隻態勢では到底立ちゆかなくなるというのが現状だ」と言っ
ておられます（読売新聞2016年10月９日）。
日本におけるグレーゾーン問題について纏めますと、実際にはグラデーションのように
流れています。しかし、法制度上は警察権と自衛権とにスッパリとわかれている。その間
の調整が難しいと言われてきた中で、従来から主張されてきたのは、「だから自衛隊にも
平時から権限を持たせて、それを活用すればいい」という議論でした。自衛隊には戦闘能
力もある。隊員はそのための訓練も積んでいる。だから、それを活用しない手はない、と
いうわけです。しかし、先ほど申しましたように、現場で白と白が対峙しているところへ
日本が先にグレーを出すというのが賢明な策とは言えないことは、どなたにもお分かり頂
けることと思います。とすれば、逆に海上保安庁の権限、能力を強くする―例えば巡視
船を強くする、あるいは武器の使用を現状に合わせる（既に述べたように、海上保安庁に
おける武器の使用は警察官が平時に個々の犯罪者に対して使用する基準に従っているの
で、大規模な集団による侵害に対処するのに、しかも揺れる船上で使用する場合に、それ
では余りに実態に合わないと言われています）―ということも１つの有力な選択肢でし
ょう。
新聞報道などで、南シナ海が軍事拠点化されているということが言われております。
今、東シナ海でも中国が一方的にガス田開発を進めています。今年（2016年）８月には、
海上施設１基にレーダーが設置されていることが確認されました。これは高さからいって
も水上レーダーと見られています。南シナ海でどんどん埋立をおこなっていますね。それ
らは皆な南の方なんです。何故かというと、南シナ海全部が領海だと主張したところで、
実効力が伴わないわけです。船をいっぱい持って行って、あの辺りに張り付けることは出
来ない。しかも海上で大事なことは、空軍力です。航空兵力が非常に重要なんです。そこ
に彼らは滑走路を作っているわけです。同じように、東シナ海の開発は、現時点では軍事
目的ではありませんが、仮に今後ここが軍事利用されるようになると、東シナ海において
も軍事的なバランスが大きく崩れる懸念が出てきます。南シナ海の場合、中国は、従来領
有権を主張していた国から徐々に簒奪していくのです。フランス、ソヴィエト、アメリカ
といった大国が手を引いたところを狙って入ってくる。その前には主張するだけなのです
が、大国が手を引いた隙を狙って入ってくると、次々と島を簒奪して既成事実化を進めて
いきます。そして埋立だとかの手段を使って実効支配を確立していく。これが南シナ海で
起こっていることですが、これを参考にして東シナ海のことを見てみると、1990年くらい
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から、海洋調査を始めて、92年には中国は、領海法を制定し、ここで尖閣を中国固有の領
土だと明確に宣言しました。99年頃からは、今度は海軍が出てきました。この推移からし
て、2004年頃からひょっとすると、実効支配の確立の段階に入っているのではないかとい
う指摘も出ています。
以上で私の方で用意したお話を終了させて頂きます。（拍手）
【討論と質疑】
森川：長時間にわたり、大変分かりやすいご報告を頂きました。海上保安庁の装備をも
っと充実させよとご提案される海上自衛隊の方は初めてでしたが（笑）、中村さんはもう
すぐ定年退職されるということなので、このようなことを仰ることが出来るのかも知れま
せん（笑）。中村さんは国際法にも非常に通じておられるので、私が拝聴していても、お
かしいと思うところは全くなかったのですが、まずちょっと補足的にお話させて頂きます。
今回のテーマは「法制度から見た日本の領域警備」ということですが、この「領域」と
いうのは領土、領水、領空から成ります。陸の部分では領土。領水というのは領土を測る
基線の内側にある内水と、その基線から外に12カイリ現在認められている領海とを併せて
言います。そしてこの領土と領水の上空を領空と言います。今日のお話でも出てきた接続
水域という海域があります。ここには中国の公船がたくさん待機しているわけですが、こ
れは日本の領域ではありません。領域は領海までの範囲です。接続水域というのは、通関
とか財政とか出入国管理とか、更には衛生上の法令をこの海域まで日本が執行出来る、と
いう海域です。こうした限られた権能の行使が沿岸国に認められることを除けば公海に属
します。また、これまでに中国の公船や漁船が日本の領海に多く入ってきているのです
が、領土や領空と違いまして、先ほどの中村さんのお話にもあったように、領海に外国の
船舶が入ってくること自体は何ら違法ではありません。「領海侵犯」という言葉が今でも
新聞等に時々出ることがありますけれども、これはおかしいのです。領空の場合には、そ
の領域国の許可なく外国の航空機が入ってくれば、これは領空侵犯となります。それ自体
違法行為です。そういう行為に対して日本では自衛隊がスクランブルをかけることになり
ます。しかし、領海の場合には、お話にも出てきた無害通航権が全ての国の船舶に認めら
れていまして、「無害でない通航」を行なった船舶に対してしか措置を取れません。だか
ら、そういう意味では、中国の漁船とか公船が入ってきたこと自体を捉えて、日本に対し
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て直ちに何らかの違法行為があったとするのは間違いです。報道などを見ておりますと、
中国の船がしょっちゅう入ってきている、これは日本の主権の侵害だというイメージを持
つ方が多いでしょうが、そうではないということを、まず前提として知っておいて頂けれ
ばと思います。
その上で、幾つか質問させて頂きたいと思います。日本が尖閣諸島を国有化して以来、
中国の漁船がデモンストレーションで入ってきたり、公船もしょっちゅう入ってきたりし
ていまして、ご説明がありましたように日本には「無害でない通航」を規制する国内法が
ありません。無害かどうかの基準というのはなかなか難しい。そこで、日本では、外国船
舶が日本の領海を通航する際、それが「通航」に当たるかどうかを規制する「領海外国船
舶航行法」という法律を作って対応しています。これによると、「通航」というのは、継
続的で迅速な通航でないといけないことから、領海に入ってきてそこで徘徊していたり、
そこにずっと泊まっていたりする船があると、それは、無害か否かを問わず、そもそも
「通航」でないということで、取り締まりが出来る態勢にしています。漁船に関しては、
その法律に違反すれば、立ち入り検査等をやって、処罰することが出来るのですが、問題
は公船です。政府の船舶や軍艦に関しては免除が認められているために、警察権を行使し
て拿捕したり逮捕したりすることは出来ません。そこで、「領海から立ち退いて下さい」
ということを海上保安庁の船が粘り強く訴えかけるしかない。―なかなか出て行かない
訳ですけれども。今、それが常態化している、というご説明でした。そこからグレーゾー
ンに移行する、そこのところが問題なんだと思います。現状は平常時ですよね。それに対
して、グレーゾーンについては非常時と言う言葉を中村さんはお使いになったと思う。そ
の上に更に武力攻撃事態があるので、平常時―グレーゾーン（もしくは非常時）―武力攻撃
事態という三段階が区別されることになります。平常時からグレーゾーンに移行する場合
の基準はどのように考えるべきなのか、というのがまず一つご質問です。
中村：ご質問有難うございます。法律の中ではその点は明確ではありません。法律では
「特別の場合」がある、というような表現をしています。海上警備行動、治安出動の必要
がある「特別の場合」とはどういう場合か、という点についての政府の見解は、私のご報
告の最初の方で申しましたが、一般的には、一義的な警察力、海上保安庁単独では任務を
達成することが出来ない、あるいは著しく困難である事態、ということです。どうしても
抽象的な表現になります。では、それを誰が判断するのか。それは、政府の政治判断で
す。一般的には、以前の同様の事例で海上警備行動がかからなかったから、今回もかから
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ないだろう、という推論がなされます。あるいは逆に、以前の同様の事例で海上警備行動
がかかったから、今回もかかるだろう、という推論もあります。しかし、そうならないケ
ースも見出される。例えば工作船の例で申しますと、これも報告の中で出てきましたが、
1999年、能登沖で工作船が出た時に初めて海上警備行動がかかりました。実はそれまでに
北朝鮮の工作船は海上保安庁が何度も確認していて、それは部分的には公表されているも
のもありました。しかもその事例の中にはほとんど同じようなケースで、海上保安庁が追
跡していったのだけれどもスピードが速くて追いつけなかった、というのもありました。
その時には海上警備行動はかからなかったのです。それに対して99年の場合には海上警備
行動がかかった。何故か。拉致の問題が大きく表面化した。それに北朝鮮の工作船が深く
関わっていたということで、国内の世論として、海上警備行動も辞さない、自衛隊を使っ
てでもここはキッチリと対応しなければいけないという、政府、国民、メディアのコンセ
ンサスが得られた。そういう環境の中で、初めて海上警備行動がかかったのだと思われま
す。その２年後に、同じように奄美東方でやはり北朝鮮の工作船が確認された。以前、能
登沖の事案で海上警備行動がかかったから、今回もかかるかというと、かかりませんでし
た。これは、海上保安庁が、能登沖での反省を踏まえ、それこそ組織の矜持を賭けて、
「今度こそは決して逃がさない」という強い任務意識をもって、万全の態勢でこれに臨ん
だからでした。どの場合に海上警備行動をかけるかどうかは、優れて政治的な判断です。
もちろん、閣議でも議論するのでしょう。一律的に「こういう場合には発動して、こうい
う場合には発動しない」という基準に従って下令の判断がなされているわけではない、政
治に委ねられていると思われます。そういうことでよろしいでしょうか。
森川：今の点について。法整備の過程で問題になったグレーゾーン事態対処に関して、
私が『国際問題』に書いた論文を中村さんがご紹介下さいました。そこでは、論点は４つ
あります。１つは、今回のご報告とは関係しませんが、日本の防衛に資する活動を行って
いる米軍等の武器に侵害が生じた時に、日本の自衛隊が当初から対処することが、今年の
法改正で可能になった。２つには、今回の報告とも関係しますが、武力攻撃には至らない
侵害が離島等で発生した場合、例えば、日本の領海とか内水で「無害でない通航」を行な
っている外国軍艦がいるという場合には、海上警備行動をかけて自衛隊が当初から対処す
る。３つには、例えば民間人なのか軍隊なのかは分からないが、尖閣に不法に上陸すると
いう場合、海上保安庁単独では到底対処出来ないとなると、自衛隊の海上警備行動や治安
出動によってこれに対処する。もう１つは、公海上で日本の民間船舶に対して侵害行為を
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行なっている外国船舶を発見した場合には、自衛隊がこれに対処する、尖閣との関係でい
うと、今ウロウロしている船から武装集団が上陸しようとしているケースです。今のとこ
ろ余り目立たないですけれども、外国の軍艦が入ってきて、「無害でない通航」をすると
いうケースが想定されているんだと思います。そこで、中村さんが今仰った、北朝鮮の工
作船のような問題。これは、グレーゾーン事態対処の文脈からは、どのように位置づけら
れるのでしょうか。
中村：おそらくこれまでのグレーゾーンに関する議論の中には出てなかったと思われま
す。まず、グレーゾーンは、その現場の事態に着目しますと、工作船がいること自体がグ
レーゾーンであるというのは、その定義からずれることになるでしょう。ただし、工作船
への対応について、それが領域内で国民の生命、身体、及び財産に重大な侵害を及ぼす可
能性があると考えられる場合、それへの対処という点に注目していえば、グレーゾーン事
態への対処と同じ対処の仕方になるのかなと考えております。
森川：有難うございます。
時間も限られておりますので、なるべくフロアからの意見や質問を受けたいと思います。
フロア（廣石忠司）：本学経営学部教授の廣石でございます。非常に興味深いお話を有
難うございました。先ほど少しご紹介頂きましたが、私の教え子で海上自衛隊に勤めてい
る者もかなりの人数になりまして、一番上は海将補になっております。２つ質問がござい
ます。
第一に、これは特別立法になっていると思いますが、ジプチでの海賊対処行動。これに
ついては、現在、海上自衛隊の護衛艦が２隻、それからP3C哨戒機が２機ですか、行って
おります。その海上自衛隊の護衛艦の中に、海上保安官が８名、派遣されて乗っていま
す。その場合、海上保安官の行使する警察権と自衛隊の行動との関係、区分けが問題にな
ろうかと思います。例えば、そこには12.7ミリの機関砲を２つ搭載していると聞いており
ます。そうすると、あの機銃を操作するのは海上自衛官なのか海上保安庁の保安官なの
か。細かく言えば、そういうところまで問題になろうかと思いますが、その辺の行動の区
分けについて教えて頂きたい、というのが１つ。
それからもう１点。無害通航権の１つの例として、潜水艦の場合には浮上して航行すれ
ば問題ないけれども、潜航して航行した場合には無害通航とは認めないというルールがあ
ると聞きましたが、その根拠を教えて頂けますでしょうか。
中村：ご質問有難うございます。まず第一点目からお答えさせて頂きます。私の説明の
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中では、細かいところまでは触れられませんでした。自衛隊に海上警備行動や治安出動の
命令がかかった場合には、警察官と同じ権限を持つという言い方を致しました。詳しくい
いますと実は、警察権の中にも司法警察権と行政警察権とが区別されます。司法警察権と
いうのは、何らかの犯罪事件が発生したことを前提として行使されるもの、すなわち犯罪
の捜査だとか犯人の逮捕だとかいったことを指します。他方、行政警察権は犯罪の発生と
は関わりなく、犯罪の発生だとか事件、事故に繋がりそうな段階で予防、鎮圧しようとす
るものです。自衛隊の行動時の権限は、行政警察権に限られていて、司法警察権は与えら
れておりません。先生からご紹介がありました海賊への対処についていいますと、海賊を
拘束しても、それを逮捕する、あるいはそれを仮に裁判にかけるとなった時に捜査を行な
う刑事訴訟法上の手続きの権限を自衛隊は持っておりません。そのために、海賊対処行動
においては、海上保安官にそうした司法手続きを委ねなくてはならないのです。海上保安
官は行政警察権も司法警察権も、両方持っていますから。その必要があって、彼らに乗っ
てもらっている、ということになります。実務上の分担としては、仮に海賊を洋上で拘束
したならば、それを自衛隊の船まで持ってくること、これは行政警察権の適用の中で出来
ます。それを保安官に引き渡した段階で、海上保安官はそれを現行犯逮捕して、そこから
司法警察権に移行します。ご質問にありました、機銃を誰が撃つのかという点についてで
すが、武器の使用権限は自衛官も海上保安官も持っていますけれども、あくまで自衛隊の
隊員が撃つことになります。これは海上自衛隊だけがやります。それは、武器が自衛隊の
装備であるということだけではなく、専門的な訓練を受けた隊員が対処しなければならな
いからです。何でもかんでも当てればいいというのではなく、場合によっては警告だけに
留める必要もあり、それには一定の専門的な訓練がなければならないのです。因みに、こ
の海賊対処行動は、例えばアメリカなどではこれを軍事行動として行ないます。公海上で
は海賊の取り締まりは国際法上の権限として認められているのです。しかし、日本ではあ
くまで警察権で対応する。自衛隊は警察を補完するためにしか行動しない。では、今ソマ
リアへ行っているのは何かというと、海上保安官がソマリアのアデン湾沖の海域に継続的
に２隻の船を派遣しているが、彼らだけではその活動を維持出来ない、だからそれを補完
するために海上自衛隊がソマリアに派遣されている、自衛隊には逮捕権限がないので、逮
捕しなければならない場合に備えて、保安官が同乗している、ということです。
２つ目の潜水艦の問題についてです。国連海洋法条約19条２項に無害通航でない通航と
はどのようなものかが列挙されており、例えば沿岸国の防衛又は安全を害することになる
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ような情報の収集を目的とする行為などは「無害でない」通航に当たるとされています。
その次の条文に潜水艦―通常、潜水艦と言えば軍隊のものしかありません―は「海面
上を航行し、かつ旗をかかげなければならない」と規定されています。実は、海上保安庁
の船は潜水艦を探知する装備―水中に音を出し、その反射によって潜水艦の位置を特定
するソーナーという機械とか、水の中でコミュニケーションを取る水中電話とか―を持
っていません。領空侵犯については航空自衛隊だけが対処するのと同様、潜水艦について
は海上自衛隊だけが対処します。潜水艦に対処するために海上自衛隊が出動するに当たっ
ては―先にご説明したように、自衛隊を海上警備行動に出動させる場合には、閣議を開
いて内閣総理大臣が防衛大臣に承認を与える手続きが必要なのですが―、いちいち閣議
を開かなくてもよいことになりました。国連海洋法条約の改正に伴い、平成８年の閣議決
定により、そのように決められました。ただし、その場合、自衛隊には強制権限は一切あ
りません。というのは、国連海洋法条約の中では、あくまで退去要求までしか定められて
いないし、日本の国内法においても、そのようなケースで武器を使用して排除することが
定められてはいないからです。そういう権限がないから、下令の要件を緩和してもよいと
いうことになったものと思われます。
フロア：専修大学法学部３年の者です。２点、お伺いさせて頂きます。今回の領域警備
の問題からは少しずれるかも知れないのですが、グレーゾーンとの関連で平時における米
軍の武器等の防護というのが挙げられていたと思います。その時に、政府として、いわゆ
る戦闘行為が発生した場合には、集団的自衛権を行使して米軍を守るという説明がなされ
ていたと記憶しております。その際、どの程度の侵害が発生した時に武器使用になるの
か、どの段階を超えると集団的自衛権の行使になるのかということ。これが１点目の質問
です。
もう１つは、自衛隊法の新設された95条の２に基づく武器等防護の規定において、確か
国会答弁では、新たに任務を賦与してその段階から米軍等の武器等の防護を行なう、つま
り事例が発生してから任務を付与するとされていたと記憶しておりますが、事態のシーム
レスな対応を考えると、例えばPKOのように先に任務を付与しておいて、現場の判断で
行なう方がよいように思われます。この点について、どのようにお考えなのか、お伺い致
します。
中村：ご質問の１点目も２点目も若干誤解があるのではないかと思っております。まず
米軍等の武器等の防護については、あくまでも平時からの権限ということで、警察権の範
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囲で整理しております。従って、自衛権という枠組みにはなっておりません。次に、２点
目の、「その都度の命令」ということなのですが、「その都度」に武器等の防護命令が下さ
れるというのではありません。そのモデルになったのは、自衛隊自身の武器等の防護で
す。これには、自衛隊の歴史が関わっています。もともと自衛隊の前身である保安隊―
自衛隊が出来る２年前に作られた組織―、更に遡るとその前、朝鮮戦争の時に出来た警
察予備隊の一番大きな任務は何であったか。国会答弁などで明らかになっておりますが、
アメリカも占領下の政府も恐れていたのは共産主義革命でした。その鎮圧のために警察予
備隊というものを作ったのです。地方警察や国家警察とは別に総理府が直轄する組織で
す。外国ではconstabularyといわれる、警察軍的な組織です。そのように、革命が恐れら
れていた時期でしたから、警察予備隊にとっては、武器庫が襲撃されて武器を持ち去られ
るのが怖かったのです。そこで、自衛隊自身の武器等を防護することが必要でした。原則
としていえば、自衛隊は命令が無ければ自分を守るためにも武器等を使用することは出来
ないけれども、自衛隊の武器を守ることだけについては普段から例外的に権限を与えてお
くことにしたのです。今回の米軍等の武器等防護の場合も、普段からその権限は与えられ
ることになりますが、そのための条件として、事前にアメリカからの要請を受けて、予め
その部隊にその任務を付与しておくのです。ご質問にあったように、場合によっては、急
遽要請を受けてその任務を行なうことがあるのかも知れませんが、それは分かりません。
それから、今回の私の報告の最初の方で言及しました、与党協議の15事例の中で、政府が
最初何を想定していたか。今、北朝鮮が盛んにミサイルの発射実験とかをやっておりま
す。そういう事案が発生する度に、海上自衛隊、航空自衛隊、アメリカ海軍は、その弾道
ミサイルが日本に落ちた時に備えて、それを撃ち落とせるような態勢をとります。そうし
た時に、海上自衛隊、それからアメリカ海軍のイージス艦という、ミサイルを撃ち落とす
能力を持った船が、日本海のその場に展開しています。そこではお互いに情報のやりとり
を行なっています。情報の交換は集団的自衛権との競合に抵触しない。このことは日本政
府も整理をつけています。仮にそこで一緒にいる米軍の船が攻撃されたとして、そばにい
る海上自衛隊がそれを守ることが出来ないというのは、いかにもおかしいだろう、という
こと。これが発端となって、今回法整備がされることとなったと言われております。今申
し上げたような事例においては、弾道ミサイルの撃墜についてはその都度命令が出されま
す。その際に、米軍の船も一緒に防護するという任務を予め付与して置くのです。―こ
ういう枠組みが想定されているということでよろしいでしょうか。
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フロア：はい。有難うございました。
森川：今の質問の第一点目と関連して、私の方からもお伺いしたいのですけれども…。
要するに、何がグレーか、という問題です。平時と有事という区別があって、論理的に
は、このいずれかに属します。日本に対して武力攻撃があれば有事であり、そうでない段
階は論理的には平時です。ただ、平時がいきなり有事になる訳ではないので、その間に中
間段階がある。その中間段階の概念というのは、いったい何を基準としてどのように判断
するのかという点が、法律的に考える場合には非常に気になります。武器等防護に関して
いうと、主体が国または国に準ずる者なのか、それともそうでない単なる個々のテロリス
ト等に過ぎないのかが分からない、そういう段階を中間段階と考えることが出来るのでし
ょうか。先ほどの例で、尖閣への武装集団の不法上陸というのも、民間人の恰好をしてい
るけれども武器を持っていて、一見したところ、それが単なる出入国管理法違反の事例な
のか、それとも日本に対する武力侵略なのか分からない。このように主体がどのようなも
のだか分からない、そういった場合、警察権限で対処するのだけれども、通常の警察や海
上保安庁の能力では対応出来ないから、自衛隊で対処する―というのは、最も典型的な
グレーゾーン対処だと思います。他方、例えば、北朝鮮のミサイル発射に対する破壊措置
命令―これはグレーゾーンとは別に、既に自衛隊法の中に入っています。この場合、北
朝鮮が発射していることは分かっていますね。これが日本に対する武力攻撃の意図をもっ
て行なわれているのかどうか分からないが、落ちてきたら危ないからその前に撃ち落とす
という措置をしている訳ですね。この意味では、主体が国又は国に準ずるものであること
が分かっていても、その行為に日本への武力侵略の意図があるかどうか分からない場合に
も、とりあえず自衛隊の能力を使って警察権で対処する―というのもグレーゾーン事態
として考えられている。要するに、侵害の主体が国又は国に準ずるものであるかどうかが
明確でないケースと、主体は明確であるが侵害の意図が明確でないケースと、グレーゾー
ン事態としては２つの場合が考えられるのかと思うのですが、この点はいかがでしょうか。
中村：森川先生のご意見に全くの同感です。私自身、森川先生のお書きになった論文を
元にして整理させて頂いております。もう少し追加させて頂くとすれば―、主体が国又
は国に準ずる者ということだけを基準にして判断出来るケースと出来ないケースとがあり
ます。というのは、例えば「ある国」の戦闘機が来てアメリカの船に攻撃した場合に、日
本も警察権で米軍に対して武器等防護を出来る。戦闘機の主体が「ある国」だということ
は分かっています。自衛隊の武器等使用に関する国会答弁の中で、仮に国又は国に準ずる
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者による攻撃であったとしても、自分を守る正当防衛としての武器等の使用は法律の範囲
を逸脱するものではない、ということが示されています。この辺、少し曖昧なところがあ
ろうかと思います。また、誰か分からないものが、ポンと叩きに来るような一過性の攻撃
を受けたような場合。そういったものに反撃しようとすると、攻撃してきた主体が分から
ない。法律で明確に整理されていないような事態が目の前で発生している際に、現場の部
隊が対処する行動―これもグレーゾーンの中に含めてよいかと思います。
森川：今のご説明で、グレーゾーンとはどういうものかが、かなり明確になったと思い
ます。他の質問を受けつけたいと思います。
フロア：先ほどのお話で、海上警備行動、治安出動について、お聞きします。外国の軍
艦とかが侵入してきた場合、警察比例の原則があるために迅速な対応が出来ないのではな
いかという懸念から、領海警備法なるものを制定して、自衛隊自身の判断でグレーゾーン
事態に対処出来るようにするべきだという意見や、ROEを策定してそれによって我が国
の領域警備の対処能力を担保すべきだという意見を、よく目にするのですが、これらの点
について、中村一等海佐としてはいかがお考えでしょうか。
中村：まず、警察比例の原則について。今回、閣議決定によって、外国軍艦の事案に関
しては自衛隊が担当することが決まりましたけれども、海上警備行動に関して、海上保安
庁と海上自衛隊とで権限の差は全くありません。比例原則というのは、その事態に応じて
合理的に必要な限度で実力を行使するということですから、行政法の考え方からすれば強
制力を行使する場合の限度の問題だ。―そういうふうに整理するんです。領海内の外国
軍艦が「無害でない航行」をした、あるいは通航とはいえない行動をした場合、国連海洋
法条約30条の規定によって、まず「遵守の要請」を行なった後、それに従わない時には退
去要求をすることが出来る。それ以上は、国連海洋法条約は沈黙しているんですよ。退去
要求にも従わなかった時にどうするかは、諸外国の国家慣行では、程度に応じて、武力を
用いてでもこれを排除する。例えばスウェーデンの法律体系のように、潜水艦が潜没した
まま領海から出て行かない場合には、爆弾を落としてでも出て行かせると決めているとこ
ろもある。しかし、日本にはそのような法律はない。日本では退去要求までしか認められ
ていない。だから、比例原則を適用しなければならないような実力の行使を、そもそも想
定していない、ということです。
それからROE（Rules	of	Engagement）について。これは非常に誤解が多いんですよ。
そもそも自衛隊も警察もそうですけれども、実力を行使する組織です。従って、その実力
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を行使する範囲や限度をキチンと決めておかないと、それが国民に大変な反作用を及ぼす
ことになりかねない。このことは、執行者側からすると、行動が制約されることになりま
す。あれもやってはいけない、これもやってはいけない…と。任務を達成するためにはそ
れが邪魔になる。そこで、「法律で出来ないんだったらROEでやろう」なんて乱暴なこと
を言う人もいました。もう、そういう乱暴な人はほとんどいなくなりましたが（笑）。こ
れは一番大きな、とんでもない誤解です。もともとROEというのは法律の枠内です。法
律の一番大きな外枠は国際法です。国際法の枠の中で出来ることがある。その次の小さな
枠は国の政策によって決まります。つまり、国際法上は出来ることでも、国の政策として
それに制限を設ける。国際法の大きな枠組みの中で、取り得る政策が膨らんだり縮んだり
する。そのコントロールをするための道具がROEなんです。スウェーデンでは、退去し
ない外国の潜水艦に対しては武力を用いてもこれを排除するということを申しましたが、
これはあくまでも国際法の枠内で、スウェーデンの国内の政策判断として行なわれている
ということになります。―このようなことでよろしいでしょうか。
フロア：私が読んでいる論文では、大体みなさん「ROEでやるべきだ‼」と言ってい
るので…（笑）。そもそもROEとはどういうものなのかなと…。
中村：ROEについて正確な論文を書いている人は意外に少ないんです。ちょっとご紹介
しておきますと、国立国会図書館にお勤めだった等雄一郎さんという方が国連のPKOの
ROEだとか各国のROEだとかに関する論文を出されております。私の知る限り、本当に
ROEを理解して整理・紹介しておられるものとしては、この方の論文が一番お勧めです。
森川：折角ROEのことが出ましたので、一言ご質問したいのですけれども…。日本で
は交戦規則とか訳されることもありますが、部隊行動基準とでも言った方がむしろ適切で
しょう。自衛隊のROEはもちろん公表されていない訳ですが、今お話がありましたよう
に、国際法の枠があり、国内法の枠があって、その枠の中で実際に部隊が行動する際にど
のように行動するかを定めたのがROEです。これを平素から叩き込んでおかないといけ
ない。命令で動く組織では、自分で勝手に判断して動いては大変なことになるので、ビシ
ッと「こういう事態が起きた時にはこういうふうに動く」ということを決めておく、そう
いう細かいルールだと私も理解しております。実際に武力攻撃事態になって、自衛隊が実
際に武力の行使をする際のROEと海賊対処行動や海上警備行動―今回の法改正によっ
て運用がかなりし易くなったとされますが―など警察活動を行なう際の行動基準との関
係がどうなっているのか、後者もROEの中に含まれているのか、という点について、可
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能な限りでお答え頂けますか。
中村：ええ…（笑）、私、来年の３月で定年になるので、もう何を言っても構わない…、
ということでもありませんで（笑）、守秘義務がずっと継続します。なので、一般論とし
てお答え致します。まずもう一度申し上げますと、ROEというのは、有形力すなわち実
力を行使する場合に、その行使の限度をどうコントロールするかに関する規則です。従っ
て、実力を行使しない場合にはROEは必要ありません。そこで今お尋ねのあった、自衛
隊の海上警備行動においてROEがあるのかどうかという点ですが、「ある」とも「ない」
ともお答えできませんが、一般論として申し上げますと―、例えば海上保安庁が奄美大
島沖の船を停船させるために威嚇射撃―当てない射撃―だけではなしに、「船体に向
けた威嚇射撃」を行ったことがあります。この「船体に向けた威嚇射撃」というのは、外
国の人が聞くと、とても奇異に感じるそうですが、海上保安庁はこれをdisabling	shot航
行機能低減化射撃と呼んでいる。―スクリューとかデッキとかを狙って撃つ。これを実
際にやったんです。これについては全て報道記者の取材が入り、ドキュメンタリー形式の
オーラルヒストリーのかたちで出ていますけれども、それによると、鹿児島の属する第十
管区指令本部と中央の県救難部とがdirect	controlを行ないました。「現場は今、こういう
状況です」、「では、威嚇射撃せよ」、「あ、向こうから撃たれました‼」、「よし、では正当
防衛射撃を許可する」というようなやり取りが、衛星電話を通じて行なわれていたことが
報じられています。こうしたことを普段から部隊に徹底しておかなくてはならない。
ROEというのは、アメリカの研究者に言わせると、要するに道具なんです。どこの国で
もROEはもともと、政府の政治的な決定と軍隊の現場の軍事行動とを整合する必要から
作られたものです。かつては、とりわけ海軍は出動してしまうと艦隊司令官に任せるしか
なかった。トラファルガーの海戦で後にネルソンタッチと言われるようになるのも、イギ
リスのネルソン提督自身の現場の判断でした。しかし、これだけ国際社会が緊密化して、
いろんな情報が交錯する、軍事作戦自体が多様化し複雑になっていく中で、そこもキチン
とコントロールしないといけないということで、最初にアメリカで開発されたのが、道具
としてのROEでした。ただ、思想としてのROEは、アジアでいえば『史記』の時代、ヨ
ーロッパでいえば中世の時代からあります。いずれも、国王から命令を受けて現場の将軍
が戦争をする、その時代から思想としてはずっとある。ROEとは、それを実効化するた
めの道具なのだとご理解頂ければ分かり易いかと思います。
森川：有難うございました。まだ多少、時間がありますが…。
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フロア：大学で国際法を教えております。講義の中で領海のこととかを取り上げている
のですが、本日は法的な話のもう少し先のところをお伺いしたいと思います。尖閣の問題
について、海上保安庁と海上自衛隊との連携によってキチンとコーストガードされている
とのことでした。私としても過剰に反応しないようにして頂きたいと思っております。日
本が国有化した後に、中国が公船を出したり漁船の出入りを増やしたりした。好戦的な人
たちが焚きつけているように、中国が本気で尖閣を取ろうとしている―それは侵略とい
うことになりましょう―というのではなくて、日本が国有化した反動として、つまり日
本のその行動を、日本が尖閣を実効支配していることの国際社会へのアピールだと捉えて
それに反撥して、中国側がそれに対抗するためにたくさんの船を出すなどしている面が強
いのではないかと思うのですが、先生はどのようにお考えでしょうか。
中村：まず、戦争が何故起こるかと言った場合、相手方の意図を推しはかり、それを立
証するのは大変難しいことです。中でも、北朝鮮に次いで、中国という国も国家の意思決
定システムが非常に不透明なので、何を考えてこのような行動を取っているのかはよく分
からない。このことを前提にして、様々な分析があるということをご紹介するに留めたい
と思います。
そこで日本政府による尖閣の国有化の問題についてです。報道によりますと、当時の民
主党・野田政権が何故あそこを国有化したかと言えば、ご存じのように、その前に当時の
東京都知事の石原慎太郎さんが、「国がしっかりやらないから都がやるんだ」と言って、
そこを都が管理すると言い出したんです。常々石原さんが言っていたのは、どこの国だっ
て、国が領有権を主張しているところに人が住まないで―物理的に住めないような環境
なら別ですが―口先だけで実効支配というのはおかしいということです。だから、例え
ば環境調査だとか色々な名目であそこに人を住まわせる。そうするために東京都がそこを
購入して管理下に置こうとした。このことが１つあります。もう１つは、私有地のままで
置いておくと、財産の移転が不安定になってしまう。尖閣以外でも、例えば対馬などで
も、外国の人が土地を買ったり建物を買ったりしているという報道がありますね。そうい
うふうな不安定要素を取り除く必要があった。当時の日本の政権の中は、不安定要素―
その中には、石原さんが余りにも過激な方向にいくと、相手も更に行動をエスカレートさ
せてしまうということも含まれます―を避けるために国有化に踏み切ったと言われてい
ます。意図としては、日本はもともと領有権を主張しているのだから、その中の手続きで
私有地が国有地に変わるとしても大きな変更ではないと考えていて、中国側がこれほど強
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く反撥するとは想定していなかったとも言われます。当時の報道などから、そのように理
解しております。
国際法なり国内法なりの理論的な枠組みを、我々は現場で使って実務を行なっていかな
くてはならない。そこで、理論と現場とで一種のズレが生じます。まさに今回のテーマで
ある「現場の視点から」ということですね。そうすると、そうした世界の中で戦略論だと
か地政学だとかの分析をやっていくと、先ほどお話したように、中国がこれまでに行って
きた、島嶼を簒奪していくパターンが確かに見出されるのです。仮に、問題を平和的に解
決するために、あそこから保安庁を引き揚げてしまえば、言い争いはなくなるわけです
が、そうしたら何が起こるか。これまでステップアップしてきている中国の活動、振る舞
い、といいますか、それが懸念される。国は憲法13条によって、国民の財産、生命を守ら
なければならないのです。こういう国の責任があるとするならば、私は政府の命を受けて
尖閣で行なっている警備、それを増強していくということ、これには合理性があると思っ
ております。佐藤前保安庁長官の言葉にありましたように、こちらからテンションを上げ
るのではなしに、相手方よりも少し上回る勢力を置いておかなくてはならない。公船と公
船とが同等の勢力で向かい合っていたとしても、そこに漁船が入って来たらどう対処する
か、保安庁だけで対処出来ない時には自衛隊が対処せざるを得ないという問題が出てくる
からです。それからもう１つ、今年（2016年）の８月にあったような、大量の船が一挙に
日本の領海に入ってくるような事態が今後起らないという保証がないとすれば、しかも、
その船が大砲のように実戦に用いる装備をしているとすれば、そういう事態に常時備えて
おくことは、防衛省及び海上保安庁が当然考えておくべき責務の範囲であると考えます。
フロア：私の言い方がちょっと不充分だったかも知れません。過剰に煽る人は「もう戦
争だ‼」みたいな感じなので、それが気になっているのです。武力攻撃を受けている、侵
略を受けている、だからもう自衛隊を出して戦うしかない、というふうにいう人がいま
す。しかし、日本はコーストガードの仕組みがシッカリしているので、それで充分に対処
しているのだ、というふうに私は学生たちには説明しています。ただ、私が楽観的に思っ
ているよりは若干事態は悪いのかなという印象を持ちました。
中村：有難うございます。今日の私の報告をお聴き頂き、ご理解頂ければ幸いなのです
が、根底にある考え方は、私と先生とで違わないと思います。何で今日、私がこんなに海
上保安庁を応援しなければならないかというと（笑）、先生が仰るように何でもかんでも
自衛隊が前面に出て行くべきだとするような論調、それが一番合理的な考え方だというふ
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うに妙な合意が形成されている節があって、私もそれに疑問を感じてはいます。もっと冷
静に考えてみれば、やはり今の状態の中で、自衛隊を前面に出してこちらからテンション
を上げるのが賢明でないことは明らかなはずです。尖閣の国有化に関しては、結果的に誤
ったメッセージとして伝わってしまったと思います。私は、ああしろ、こうしろと言う立
場にはありませんが、私の本日の報告の趣旨をご理解頂いて、皆さんそれぞれが冷静にご
自身のお考えを導いて頂ければ幸いです。
フロア：専大の卒業生の者です。貴重なお話有難うございました。２点教えて頂きたい
と思います。先ほどご説明頂いた中で、グレーゾーンについては海上保安庁が頑張るかた
ちで対処すべきだというお話がありました。今後も海上保安庁が船の数を増やす等の改善
を加えていったとして、その後、将来的にどのようなことが海上保安庁の対応として必要
になると予想されるでしょうか。法的に見てこういう点に手当をしなければならなくな
る、ということはありますでしょうか。―事態がこれからエスカレートしていくかどう
かは、その事態が起ってみないと分からないのでしょうが。将来に向けての課題と言いま
しょうか、展望といいましょうか、そういうものがありましたら教えて頂きたい。これが
第一点です。第二点は―、海上保安庁が行使するのは警察力だというお話がありまし
た。防衛出動に至った時になりましょうか、海上保安庁も海上自衛隊の中に編入されると
いう規定があると思いますが、その場合の役割分担について、差支えのない範囲で教えて
頂ければと存じます。
中村：まず第一点目について。増強といった場合、数を増やすだけではなくて、装備を
変えなくてはいけない。NHKの報道番組に出ていたのですが、海上保安庁の船は、もし
現状でぶつけられたら穴が開いてしまうらしいんです。これで大砲を撃たれたら、後は沈
むだけです。そうならないために、緩衝剤を船に貼りつけるそうです。そのレヴェルまで
しか想定をしない装備でいいのかという検討は考えなくてはならないでしょう。これは、
船を新造する際にも影響してきますし、船員の方たちの射撃など緊急時の訓練も考え直さ
なくてはならないでしょう。また、仮に将来、尖閣の問題にケリがついて、問題が解決し
たとして、その時、「こんなにたくさん、船を造ってどうするの？」という疑問が出てく
るかも知れません。これは、どこの国の場合にも起こり得ることです。冷戦終結の際、各
国軍隊は皆なダウンサイジングをかけました。兵士はどんどん削減する、兵器もどんどん
削減する…。昔から、「平和を欲するなら戦に備えよ」という言葉がありますが、これは
もうやむを得ないコストと考える他はないと思います。
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それから２つ目のご質問について。自衛隊法80条は、内閣総理大臣は、自衛隊の全部又
は一部に対する出動命令があつた場合、海上保安庁を防衛大臣の一元的な統制下に入れる
と共に、海上保安庁を防衛大臣に指揮させることが出来ると規定しています。これを受け
た政令の中で、その防衛大臣の指揮は海上保安庁長官を通じて行なうことになっていま
す。実際に防衛大臣が海上保安庁の個別の部隊に対して直接命令することはありません。
それは海上保安庁長官に委ねられています。では、仮に戦闘になった場合、海上保安庁は
何をするのか、といいますと、海上保安庁法25条の規定がありますので、戦時になったと
しても、海上保安庁はあくまで警察権の行使以外のことは出来ない。例えば戦闘行為に参
加することは一切ありません。仮に正規軍が侵攻してきたという場合、彼らは武力行使出
来ないのですから、直ちに防衛省、自衛隊に連絡をしなくてはなりません。その他、普段
から行なっている密輸や密航のシャットアウトを継続して行っていく。（戦時において
も、密輸や密航はありますから。）―大体、こういう役割分担になっております。
フロア：有難うございました。
フロア：国際連合憲章上の「武力の行使」と、それ以外の国際法で「実力の行使」と、
そのいずれでもuse	of	 forceという語が宛てられると思います。例えば先ほどの例で、中
国の海警局の軍艦のような船が我が国の領海に入ってきた場合、これは中国国内の法執行
であって武力の行使ではない、というふうに中国側は言ってきていると思うのですが、
「武力の行使」と「実力の行使」との明確な差はあるのでしょうか。
中村：「武力の行使」と「実力の行使」の違いについては、私も森川先生から教えて頂
いておりますので、後ほど森川先生の方からお答え頂くことにして、中国の活動が国際法
に依拠してやっているのか、それとも国内法に依拠してやっているのかという点に触れて
おきます。1970年代以降、ずっと中国は海上警察の増強をやってきました。島を簒奪す
る、あるいは自分たちの領有権を主張するために相手方の行動を妨害するという場合、そ
れまでは、中国では海軍が出て来ていました。海軍が出動して実力を行使するとなると、
国連憲章２条４項で禁止されている武力の行使に当たるのではないか、ということで、彼
らは、国家間の国際法上の問題を国内法上の問題にいわばすり替えていった節がありま
す。何か言われると、「いや、これは国内法上の法執行として行なっているのだから、国
内のことに外国が干渉するな」という抗弁をする。彼らのこれまでのステートメントとか
を見ていくと、そのような節があるということ。このために中国は、海上警察機関を増
強、強化、充実させているのです。それから最近では、それがために国内法の整備を非常
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に緻密にやっています。それは、法執行機関を使っても、国内法を執行しているという以
上、その根拠となる法律が要るからです。これに対して、日本は色んな意味で、法律の国
内法上の根拠づけが、まだ充分に追いついていないところがあるのかも知れません。そう
であるがゆえに、その隙を衝かれるケースが出てくることがあるのかも知れない。では、
「武力の行使」と「実力の行使」について、森川先生、お願い致します。
森川：それはなかなか難しい問題で、詳しくお話するともう一回くらい講座をやらなけ
ればならなくなります（笑）。「武力の行使」と「武器の使用」の区別が国際的に一番進ん
でいるのは日本の国内法制です。非常に厳密に分けられているんです。今日お話があった
グレーゾーンで自衛隊が警察行動をする―先ほど出てきましたように警察行動にも行政
警察と司法警察がありますが―、その際に武器を使用する場合を考えてみます。例えば
相手のミサイルを迎撃ミサイルで撃ち落としても、それは武力の行使ではなくて武器の使
用なんですね。北朝鮮の弾道ミサイル発射の際に破壊措置命令が出て、それに従ってミサ
イルを破壊したとして、それは整理としては武力の行使には当たらない。武力の行使が出
来るのは、日本が直接武力攻撃を受けた場合、それから今回の憲法解釈の変更によって、
日本と密接な関係にある国が武力攻撃を受け、それが日本の存立に関わるような場合。国
内法上は、防衛出動がかからないと、自衛隊は武力の行使ができません。従って、防衛出
動がかからない前に、自衛隊の部隊が武器を使用したという場合、それは武力の行使とは
区別される武器の使用だと整理されています。その区別の基準がどこにあるのか。これは
なかなか難しい。個別に、「この場合にはこう、この場合にはこう…」という区別は設け
られていますけれども、ではそれらを貫いている区別基準は何かというのは難しい問題な
ので、ちょっとここで宣伝させて頂きますと、2010年に『法学セミナー』661号に私が「武
力行使とは何か」という論文を書きました。これは国内法の話というよりはむしろ国際法
の問題として、海上における法執行のための「実力の行使」と「武力の行使」との関係を
論じたものです。もう１つ、もうじき岩波書店から『国際法で世界がわかる』という、ち
ょっと池上彰ふうの（笑）タイトルなんですが、そういう本が出ます。ここでは、研究の
第一線で活躍しておられる何人かの国際法学者に32の項目で執筆して頂きました。その中
の28番目の項目で、「自衛隊における武器の使用は武力の行使とは違う」という題で防衛
大学校の黒崎将広先生に執筆をして頂いております。とても完成度の高い論考に仕上がっ
ておりますので、そちらを参考にして頂ければと存じます。
それでは、もうお一人ほどいかがでしょうか。
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フロア：ご報告頂いた中で、人民日報2013年３月28日付海外版の引用がありました。尖
閣に関して優位を築けたと中国側は捉えているとの記事があると仰いましたが、この背景
にどのような事態があったのかということ。これが１点目の質問です。もう１点は、記憶
が定かでありませんが、今の首相が中国の国家主席と会談するために尖閣を巡って取り決
めをしましたよね。2015年の暮れだったと思います。尖閣を巡って、お互いの主張がある
ということを認めたと思うのですが、違いましたでしょうか。中国と日本とで、この点が
その後どのように処理されているのか、お聞きしたいと思いました。
中村：まず第一点目について。2013年の人民日報の記事の背景に関するご質問ですが、
「日本の実効支配を打破した」と彼らがいうのは、あそこに中国の船が常駐化することで
もって、外見上今まで日本の船だけがいたその状況を打ち破ったということです。これは
スカボローでも同じです。背景としてはそういうことです。それから、二点目に仰られ
た、日中で「合意をした」という情報については、私は確認しておりません。日本は幾つ
かの領土問題を抱えています。今取沙汰されている、ロシアとの間の北方領土問題、それ
から韓国との間の竹島問題がそれです。これらは、相手方が実効支配している。これらに
ついては、日本政府は領有権に関する争いがあるという立場を取っています。一方、尖閣
については日本が国際法に則って有効に支配しているので、ここに領有問題があるという
相手方の主張に乗ると、相手方の土俵に乗ってしまうことになります。従って、尖閣に関
しては領有権問題はそもそも無いというのが日本政府の公式の立場です。唯一、「合意」
があるとすれば、この付近に暫定水域というのを設けています。―竹島の方もそうなん
ですけれども。漁業に関しては、その水域の中でどのようなかたちで操業するかを―全
てが解決したわけではありませんが―一定の範囲で暫定的に取り決めています。これは
領有権の問題とか関わりません。実態上の問題です。台湾との間でも同様の取り決めがあ
ります。
森川：かなり時間が過ぎてきましたので、これで本日の公開講座を閉じさせて頂きたい
と思います。最後にもう一度、中村さんに拍手をお願いしたいと存じます。有難うござい
ました。（拍手）
